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資料３－１
北海道道南地域並行在来線準備株式会社設立に向けた取組状況

北海道新幹線・新函館北斗開業に伴い､ＪＲ北海道から経営分離される

江差線（五稜郭・木古内間 37.8km）に関して、その経営を引き継ぐ北海

道道南地域並行在来線準備株式会社（以下「三セク鉄道会社」という。）

を８月１日に設立した。

１ これまでの経過

道及び沿線市町（函館市、北斗市、木古内町）で構成する道南地域（五稜

郭・木古内間）第三セクター鉄道開業準備協議会としての動き

年月 主な動き

平成17年７月 北海道道南地域並行在来線対策協議会（現協議会の前身）の設置

平成21年３月 旅客流動調査（ＯＤ調査）の実施

平成24年５月 江差線(五稜郭・木古内間)における地域交通の確保方策の決定（三セク鉄道方式）

平成25年３月 並行在来線の経営・運行に関する基本方針の決定

平成26年４月 安全運行体制の構築などについてＪＲ北海道と基本合意

７月 「経営計画」及び「安全運行体制の確保に向けた方針」の決定

２ 経営計画の概要等

（１）負担割合

北海道 ８０％、沿線市町 ２０％（函館市４．４％、北斗市１１．２％、木古内町 ４．４％）

（２）事業形態等

道と沿線市町等が出資して設立する鉄道会社が第一種事業者として運営

する。

（３）経営区間

五稜郭・木古内間（３７．８ｋｍ）

（４）施設・設備

現行資産を最大限活用し、ＪＲ北海道から譲り受けることを基本とする。

（基本合意に基づき、ＪＲ北海道において経営分離区間全体にわたる万全

な安全体制を確保する。）

（５）運営・運行体制

① 要員数は、簡素で効率的・機能的な組織体制を検討した結果、開業時

７０人程度（指令業務の暫定委託終了後は８５人程度）を配置する。

② 運行計画は、現行の江差線の運転本数、列車ダイヤを基本とし、三セ

ク鉄道会社の列車がＪＲ函館駅まで乗り入れる。

③ 運賃水準は、現行のＪＲ運賃と比較して、概ね１．３倍程度に値上げ

する。
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（６）経営スキーム

① 開業時の出資金は５．７億円程度とする。

② 初期投資は、道と沿線市町からの補助金及び三セク鉄道会社による長

期借入金を充てる。

③ 開業後の運行赤字は、道と沿線市町からの補助金を充てる。

（７）収支予測

開業後１０年間の道と沿線市町の実質負担額は２３億円程度を見込んで

いる。

区 分 項 目 金 額

開業準備費 (a) ５．７億円程度

開業準備費 民間出資 (b) １億円程度

差引①(a)－(b) ４．７億円程度

初期投資（鉄道資産、車両等） (c) ２７億円程度

鉄道資産、車両（ＪＲ譲受資産） １６億円程度

初期投資・ 新たな設備投資 １１億円程度

運行経費 運行経費（人件費、運輸費等） (d) １５７億円程度

収入（運行収入、借入金、線路使用料等） (e) １４８億円程度

差引②(c)＋(d)－(e) ３５億円程度

差引（①＋②） （Ａ） ４０億円程度

ＪＲ北海道支援額 （Ｂ） １６億円程度

交付税 （Ｃ） １億円程度

道・沿線市町の実質負担額 （Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ） ２３億円程度

（８）利用促進

行政のみならず、関係団体等も参画する沿線地域主体の利用促進のための

協議会を設置し、マイレール意識醸成に向けた検討を行う。

（９）経営改善

開業後、一定期間が経過した後（５年毎を基本）に、利用状況や収支動

向などの検証を行う。

検証の結果、開業時の利用見込や収支見込を下回り、かつ、その改善が

困難と判断した場合、事業形態や道・沿線市町の負担割合を再検討する。

（10）安全管理体制に関する事項

並行在来線安全運行体制の確保に向けた方針を策定し、適切な維持管理

等に関し有識者等の助言を受けるなど、客観性を確保しながら取り組む。
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３ 安全運行体制の確立に向けた取組
（１）ＪＲ北海道との基本合意
【平成２６年４月３０日】
ＪＲ北海道との間で、並行在来線に対する協力内容のほか、安全運行体制

の構築に関して、基本合意を締結

① 経営分離までに、国交省からＪＲ北海道に対し発出されたH26.1.24付け事業改

善命令及び監督命令に基づく必要な措置の実施

② 経営分離までの期間、必要な検査と修繕を確実に実施及び補修履歴、検査結果

及び修繕計画の提示

【平成２６年７月２８日】

６月22日に発生した経営分離区間において３度目となる貨物列車脱線事故

を受け、安全運行体制の構築に関して追加合意を締結。

① 第三者機関による調査・点検

② 運輸安全委員会の調査結果で求められた抜本的な対策の実施

③ 新たな事故発生時の費用負担

（２）三セク鉄道会社としての取組

【平成２６年７月１５日】

三セク開業準備協議会において、「北海道道南地域（五稜郭・木古内間）

並行在来線安全運行体制の確保に向けた方針」を策定

① 安全管理体制の構築、安全確保のための取組（ソフト、ハード）

② 外部有識者によるアドバイザリー会議の設置

４ 第三セクター鉄道会社の概要

（１）商 号
北海道道南地域並行在来線準備株式会社
※会社名の公募を実施済。平成27年１月に会社名の変更予定。

（２）資本金
２億２，６００万円（道及び沿線市町で出資）
※増資後４億６，６００万円、資本準備金１億円の見込み

（３）役 員
代表取締役社長 荒 川 裕 生（北海道副知事）
代表取締役専務 三戸部 正 行（北海道総合政策部交通政策局長）
取締役 高 谷 寿 峰（北斗市長）
取締役 大 森 伊佐緒（木古内町長）
監査役 中 林 重 雄（函館市副市長）

（４）要員数（H26.12現在）
１４名（ＪＲ北海道１０名、道２名、北斗市１名、函館市１名）

５ 今後のスケジュール

12月末 取締役会・臨時株主総会（会社名変更等）

平成27年３月 取締役会（鉄道事業許可申請等）

６月 取締役会・株主総会（増資等）

夏頃 本社函館移転

平成28年３月 三セク鉄道開業（北海道新幹線との同時開業）


